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告   示 

◎新潟県告示第905号 

令和４年８月３日、村上市及び岩船郡関川村の区域内において発生した「令和４年８月３日からの大雨による

災害」を被災者生活再建支援法（平成10年法律第66号）の対象となる自然災害とする。 

令和４年８月26日 

新潟県知事  花 角  英 世 

 

◎新潟県告示第906号 

地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第158条第１項の規定により、次のとおり新潟県立近代美術館の観覧

料の徴収事務を委託したので、同条第２項の規定により告示する。 

令和４年８月26日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 委託した事務 

 「ダリ版画展」前売観覧券の販売による観覧料の徴収に関する事務 

２ 前売観覧券販売期間 

  令和４年８月25日から令和４年10月７日まで 

  

発 行   新 潟 県 

第 65 号 
令和４年８月26日 

毎週火（祝日のときは翌日）、金曜発行 
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３ 前売観覧券の販売場所及び委託を受けた者 

 

販売場所 委託を受けた者 

新潟市中央区新光町４番地１ 新潟県庁内 

新潟県職員生活協同組合 

新潟市中央区新光町４番地１ 

新潟県職員生活協同組合 

理事長 小岩 徹郎 長岡市沖田２丁目173－２ 長岡地域振興局庁舎B1 

新潟県職員生活協同組合長岡売店 

新潟市中央区八千代２丁目１番１号 

シネ・ウインド 

新潟市中央区八千代２丁目１番１号 

有限会社新潟市民映画館 

代表取締役 齋藤 正行 

新潟市中央区西堀通６番町878番地１ 

西堀７番館ビル３階 

公益財団法人新潟市勤労者福祉サービスセンター 

（会員のみ利用可） 

新潟市中央区西堀通６番町878番地１ 

西堀７番館ビル３階 

公益財団法人新潟市勤労者福祉サービスセンター 

理事長 佐藤 秀則 

新潟市中央区八千代２丁目１番２号 

万代シテイビルボードプレイス 

新潟市中央区万代１丁目６番１号 

新潟交通株式会社 

代表取締役 星野 佳人 

新潟市中央区東万代町９番24号 

株式会社文信堂書店万代店 

新潟市中央区東万代町９番24号 

株式会社文信堂書店  

代表取締役 廣木 正廣 長岡市城内町１－611－1 長岡駅ビルココロ内 

株式会社文信堂書店長岡店 

新潟市中央区西大畑5191－９ 

新潟市美術館 

新潟市東区紫竹５丁目10番60号 

旭ビル管理株式会社 

代表取締役社長 那須野 眞智子 

新潟市秋葉区蒲ヶ沢109番地１ 

新潟市新津美術館 

新潟市中央区紫竹山２丁目５番40号 

株式会社ＮＫＳコーポレーション新潟支店 

支店長 中野 幸広 

新潟市中央区八千代１丁目６番１号 新潟伊勢丹内  

Kijトラベル新潟伊勢丹トラベルコーナー 

新潟市中央区女池北１丁目１番１号 

新潟運輸株式会社旅行事業部Kijトラベル  

部長 五十嵐 秀巳  

新潟市中央区万代３丁目１番１号  

メディアシップ１階 

インフォメーションセンター えん  

新潟市中央区万代３丁目１番１号 

株式会社新潟日報社 

代表取締役 佐藤 明 

新発田市中央町４丁目10番10号 

新発田商工会議所３階  

公益財団法人新発田市勤労者福祉サービスセンター 

（会員のみ利用可） 

新発田市中央町４丁目10番10号 

新発田商工会議所３階  

公益財団法人新発田市勤労者福祉サービスセンター 

代表理事 廣岡 信行 

長岡市今朝白１丁目10番12号 

公益財団法人長岡市勤労者福祉サービスセンター 

（会員のみ利用可） 

長岡市今朝白１丁目10番12号 

公益財団法人長岡市勤労者福祉サービスセンター 

理事長 髙見 真二 

長岡市表町３丁目１－８ リナシエビル３ 

長岡商工会議所 

長岡市表町３丁目１－８ リナシエビル３ 

長岡商工会議所 

会頭 大原 興人 

柏崎市東本町２丁目５番22号 

わたじん書店 

柏崎市東本町２丁目５番22号 

株式会社わたじん 

代表取締役社長 渡辺 孝丸 

十日町市本町六の１丁目71番地26 十日町市本町六の１丁目71番地26 

一般財団法人十日町地域地場産業振興センター 一般財団法人十日町地域地場産業振興センター 

理事長 関口 芳史 
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全国のセブンイレブン、ローソン、ミニストップ、

ファミリーマートの各店舗 

 

 

新潟市中央区東万代町１－30 
新潟第一生命ビルディング３階 
株式会社ＪＴＢ新潟支店 
代表者 新潟支店長 渡辺 浩幸 

アソビュー株式会社のウェブサイト 東京都品川区大崎１丁目１１－２ 

ゲートシティ大崎イーストタワー８Ｆ 

アソビュー株式会社 

代表取締役CEO 山野 智久 

４ 委託期間 

令和４年８月25日から令和４年11月20日まで 

 

◎新潟県告示第907号 

農産物検査法（昭和26年法律第144号）第18条第１項の規定により、次のとおり地域登録検査機関の登録の更新

を行った。 

令和４年８月26日 

新潟県知事  花 角  英 世 

登録番号

　有限会社　共生の大地にいがた二十一

代表者氏名 　代表取締役　　　相沢　久明

登録の区分 　品 位 等 検 査

農産物の種類 　国 内 産 も み 、 国 内 産 玄 米 

　加藤　康弘 も み、玄 米 K1514076

　齋藤　建一 も み、玄 米 K1517117

　内山　善治 も み、玄 米 K1517118

主たる事務 所の
所 在 地

新 潟 県

備　　　考 　　略称 『 共生の大地 』　令和４年８月26日　登録更新。

氏　　　名 農産物の種類

農産物検査
を行う区域

農 産 物 検 査 員 成 分 検 査 業 務 受 委 託 先

証明書番号
受 委 託 の
区 分

登録検査機関
の 名 称

代表者 氏名

15008 登録年月日 平成14年８月26日

登録検査機関の名称

主たる事務
所の所在地

　新潟県新発田市月岡温泉670番地１

 

 

◎新潟県告示第908号 

農産物検査法（昭和26年法律第144号）第18条第１項の規定により、次のとおり地域登録検査機関の登録の更新

を行った。 

令和４年８月26日 

新潟県知事  花 角  英 世 
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登録番号

　有限会社早川商店

代表者氏名 　代表取締役　　早川  浩右

主たる事務所

の所在地

登録の区分 　品 位 等 検 査

農産物の種類 　国 内 産 玄 米

 早川　浩右 　玄　米 　K152019038新 潟 県

備　　　考 　　略称『（有）早川商店』　　令和４年８月26日　登録更新。

成 分 検 査 業 務 受 委 託 先

氏　　　名 農産物の種類 証明書番号
受 委 託
の 区 分

登録検査機
関 の 名 称

代 表 者
氏 名

主たる事務所の
所 在 地

15007 登録年月日 平成14年８月26日

登録検査機関の名称

　新潟県阿賀野市北園町５番24号

農産物検査
を行う区域

農 産 物 検 査 員  

 

◎新潟県告示第909号 

農産物検査法（昭和26年法律第144号）第17条第７項の規定により、地域登録検査機関の登録事項の変更の届出

があり、登録台帳への記載事項を次のとおりとした。 

令和４年８月26日 

新潟県知事  花 角  英 世 

登録番号

　協同組合米ネットワーク新潟

代表者氏名 　理事長　　飯島　武好

登録の区分 　品 位 等 検 査

農産物の種類 　国内産もみ、国内産玄米、国内産精米、国内産大麦、国内産小麦、国内産大豆

主たる事務所

の所在地

新潟県 野口　将弘 K152021058もみ、玄米

備　　　考 　略称 『米ネットワーク新潟』 令和４年８月26日　農産物検査員１名の登録抹消。検査員合計114名。

農産物検査
を行う区域

農 産 物 検 査 員 成 分 検 査 業 務 受 委 託 先

氏　　　名 農産物の種類 証明書番号
受委託の

区分
登録検査機関

の名称
代表者氏名

15010 登録年月日 平成15年６月20日

登録検査機関の名称

主たる事務
所の所在地

　新潟県新潟市中央区上大川前通九番町1265番地

 

 

◎新潟県告示第910号 

養鶏振興法（昭和35年法律第49号）第７条第１項の規定により、ふ化業者を次のとおり登録した。 

令和４年８月26日 

新潟県知事  花 角  英 世 

登録番号 登録年月日 登録の有効期限 住所及び氏名又は名称 ふ化場の住所地及び名称 

新潟４第

１号 

令和４年８

月20日 

令和７年８月19

日 

新発田市五十公野3969

番地 

合資会社大沼種鶏場 

代表社員 

大沼 和雄 

新発田市五十公野3969番地 

合資会社大沼種鶏場 

 

新潟４第

２号 

令和４年８

月20日 

令和７年８月19

日 

新発田市住吉町２丁目

６番23号 

有限会社岩村ポートリ

ー  

代表取締役 

岩村 忠輔 

北海道夕張郡由仁町馬追247番地 

有限会社岩村ポートリー北海道事務所 

村上市梨木字元山487－１ 

有限会社岩村ポートリー荒川孵卵場 

 



第65号 新  潟  県  報 令和４年８月26日(金) 

5 

     

 

◎新潟県告示第911号 

森林法（昭和26年法律第249号）第26条の２第２項の規定により、次のとおり保安林の指定を解除する。 

令和４年８月26日 

新潟県新潟地域振興局長 

１(1) 解除に係る保安林の所在場所 

   新潟県東蒲原郡阿賀町鹿瀬字川前通11555の48、11555の49 

(2) 保安林として指定された目的 

   なだれの危険の防止 

(3) 解除の理由 

    道路用地とするため 

２(1) 解除に係る保安林の所在場所 

   新潟県東蒲原郡阿賀町鹿瀬字川前通11555の48、11555の49 

(2) 保安林として指定された目的 

  公衆の保健 

(3) 解除の理由 

  道路用地とするため 

３(1) 解除に係る保安林の所在場所 

   新潟県東蒲原郡阿賀町鹿瀬字川前通11555の48、11555の49 

(2) 保安林として指定された目的 

  名所又は旧跡の風致の保存 

(3) 解除の理由 

  道路用地とするため 

 

公   告 

一般競争入札の実施について（公告） 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第234条第１項の規定により、新潟県総務事務システム用サーバ機器等一式

の借上げについて、次のとおり一般競争入札を行う。 

なお、この入札に係る調達は、ＷＴＯに基づく政府調達に関する協定（平成７年条約第23号）の適用を受ける

ものである。 

令和４年８月26日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 入札に付する事項 

(1) 調達案件の名称 

   新潟県総務事務システム用サーバ機器等一式の借上げ 

(2) 調達案件の仕様及び数量等 

   入札説明書による。 

(3) 賃貸借期間 

   令和５年３月１日（水）から令和10年２月29日（火）まで 

(4) 納入期限 

   令和５年２月28日（火） 

(5) 納入場所 

   入札説明書による。 

２ 入札説明書を交付する期間及び場所並びに本件入札に関する問合せ等 

(1) 入札説明書の交付期間及び交付場所 

ア 交付期間 

  令和４年８月26日（金）から令和４年９月15日（木）まで（新潟県の休日を定める条例（平成元年新潟

県条例第５号）第１条第１項各号に規定する日を除く｡)の各日の午前９時から午後５時15分まで 
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イ 交付場所 

  新潟県新潟市中央区新光町７番地２ 新潟県商工会館６階 

  新潟県総務部総務事務センター 

(2) 問合せ等 

  入札説明書による。 

３ 入札執行の日時及び場所 

(1) 日時 令和４年10月11日（火） 午後２時 

(2) 場所 新潟県新潟市中央区新光町４番地１ 

 新潟県庁入札室 

４ 入札に参加する者に必要な資格 

  本件入札に参加する者は、一の個人又は法人であって、次に掲げる要件のすべてを満たしている者でなけれ

ばならない。 

(1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定のいずれにも該当しない者であること。 

(2) 次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 令和４年８月26日以降に民事再生法（平成11年法律第225号）第21条第１項の規定による再生手続開始の

申立てをした者又は同条第２項の規定に基づく再生手続開始の申立てをされた者 

イ 令和４年８月26日以降に会社更生法（平成14年法律第154号）第17条第１項の規定による更正手続開始の

申立てをした者又は同条第２項の規定に基づく更正手続開始の申立てをされた者 

(3) 本調達物品納入後の保守管理体制が整備されていることを証明した者であること。 

(4) 本件入札に係る入札説明書の交付を受けている者であること。 

(5) ５に定めるところにより、競争入札参加資格確認申請書等を提出し、本件入札に係る参加資格を有するこ

とについて新潟県知事から確認を受けている者であること。 

(6) ３(1)に定める入札執行日前１年以内に、新潟県との機器等の賃貸借契約において、当該契約の全部又は一

部債務不履行をした者でないこと。 

(7) 新潟県に事務所又は事業所を有する者にあっては、新潟県の県税納税証明書（令和４年８月26日以降に発

行された納税証明書であって、未納がないことを証明したものに限る｡)を提出した者であること。 

(8) 新潟県暴力団排除条例（平成23年新潟県条例第23号）第２条に定める暴力団、暴力団員又はこれらの者と

社会的に非難されるべき関係を有する者でないこと。 

５ 本件入札に係る参加資格の確認 

(1) 本件入札に参加を希望する者は、次に定めるところにより競争入札参加資格確認申請書等を提出し、新潟

県知事から本件入札に参加する資格を有する旨の確認を受けなければならない。 

  この場合において、次に定めるところに従わなかった者及び本件入札に参加する資格があると認められな

かった者は、入札に参加することができない。 

ア 提出期間  

令和４年８月26日（金）から令和４年９月26日（月）まで（新潟県の休日を定める条例第１条第１項各

号の日を除く｡)の午前９時から午後５時15分まで 

イ 提出場所  

新潟県新潟市中央区新光町７番地２ 新潟県商工会館６階 

新潟県総務部総務事務センター 

ウ 提出方法  

持参又は郵送とする。 

なお、郵送による場合は、アの期限内に必着させるとともに、書留郵便等の配達記録が残る方法を利用

するものに限る。 

エ 提出書類及び部数  

入札説明書による。 

(2) 本件入札に係る参加資格の確認結果については、競争入札参加資格確認申請書等を提出した者にそれぞれ

書面で通知するので、競争入札参加資格確認申請書等を提出した者は、次に定めるところにより確認結果通

知書の交付を受けること。 

ア 交付日時 令和４年10月３日（月） 午後４時 

イ 交付場所 (1)イに掲げる場所 

６ 入札手続等 
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(1) 入札の方法 

   入札は、次のいずれかの方法によること。 

ア 本人又は代理人が入札執行の日時及び場所に入札書を持参すること。ただし、代理人が持参する場合は、

委任状を持参すること。 

イ 本人が作成した一の入札書を封書の上、５(1)イに定める提出場所をあて先とした配達証明付きの書留郵

便（封筒を二重とし、外封筒に「入札書在中」の朱書きをし、中封筒に１(1)の調達案件の名称及び３(1)

に定める入札執行日時を記載したものに限る｡)をもって令和４年10月７日（金）の午後５時15分までに到

着するよう郵送すること。 

(2) 入札書の名義人 

   本人（入札書を入札執行時に持参する場合は、本人又は代理人）に限る。 

(3) 入札書の記載 

ア 使用する言語及び通貨は、日本語（名義に関する部分を除く｡)及び日本国通貨 とする。 

イ 落札決定に当たっては、契約希望本体金額（消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業

者であるかを問わず、自己の見積もった契約希望金額（１に掲げる新潟県総務事務システム用サーバ機器

等一式の１か月当たりの賃貸借料をいう｡)に110分の100を乗じて得た金額（当該金額に１円未満の端数が

あるときは、その端数金額を切り捨てた金額｡以下同じ｡)に100分の10に相当する金額を加算した金額に60

を乗じて得た金額をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であ

るか免税事業者であるかを問わず、契約希望本体金額に60を乗じて得た金額を入札書に記載すること。 

(4) 落札者の決定 

  入札に参加した者のうち、予定価格の制限の範囲内の価格のうち最低の価格をもって有効な入札を行った

者を落札者とする。その他入札説明書による。 

７ 無効入札 

  次の各号のいずれかに該当する入札は、これを無効とする。 

(1) 入札に参加する者に必要な資格のない者又は競争入札参加資格確認申請書等に虚偽の記載をし、これを提

出した者が行った入札 

(2) 入札に参加する条件に違反した入札 

(3) 新潟県財務規則（昭和57年新潟県規則第10号。以下「財務規則」という｡)第62条第１項各号に掲げる入札 

(4) 入札者が不当に価格をせり上げ、又はせり下げる目的をもって連合その他不正行為をしたと認められる入

札 

８ 入札保証金及び契約保証金 

(1) 入札保証金 

  契約希望本体金額に100分の10に相当する金額を加算した金額に12を乗じて得た金額の100分の５に相当す

る金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り上げた金額）以上の金額とする。た

だし、財務規則第43条第１号に該当する場合は、免除する。 

  なお、複数の方法による保証は認めない。 

(2) 契約保証金 

  契約金額（１に掲げる新潟県総務事務システム用サーバ機器等一式の１か月当たりの賃貸借料に係るもの

をいう｡)に12を乗じて得た金額の100分の10に相当する金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その

端数金額を切り上げた金額）以上の金額とする。ただし、財務規則第44条第１号又は第３号に該当する場合

は、免除する。 

  なお、複数の方法による保証は認めない。 

９ 契約の手続において使用する言語及び通貨 

  契約の手続において使用する言語及び通貨は、日本語（名義に関する記載部分を除く｡)及び日本国通貨とす

る。 

10 契約書及び契約条項 

  入札説明書による。 

11 その他 

(1) 競争入札参加資格確認申請書等の取扱い 

ア 競争入札参加資格確認申請書等の作成に要する費用は、提出者の負担とする。 

イ 提出された競争入札参加資格確認申請書等は、提出者に無断で使用しない。 

ウ 提出された競争入札参加資格確認申請書等は、返還しない。 



令和４年８月26日(金) 新  潟  県  報 第65号 

8 

エ 提出された競争入札参加資格確認申請書等に記載されている内容については、本件入札に限るものとし、

他に使用しない。 

(2) その他 

ア 本件入札に関し、苦情申立てがあったときは、契約を停止し、又は解除することがある。 

イ その他詳細は入札説明書による。 

ウ この公告及び入札説明書に定めるもののほか、本件の入札及び契約の内容に関しては、財務規則その他

新潟県知事の定める規則、日本国の関係法令の定めるところによる。 

12 Summary 

(1)  Nature and quantity of the products and services to be hired: 

      Network System Server, Software and other equipment ［１］ set 

(2)  Time and place of bidding: 

      2：00 p.m. October 11， 2022 

      Niigata Prefectural Office Building Bidding Room 

      ４－１ Shinko-cho, Chuo-ku, Niigata City, 

      Niigata, JAPAN 

(3)  For more information, contact: 

      General Affairs Administration Center 

      Department of General Affairs 

      Niigata Prefectural Government 

      ７－２ Shinko-cho, Chuo-ku, Niigata City, Niigata, 

950-0965, JAPAN 

 

大規模小売店舗の変更について（公告） 

大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号）附則第５条第１項の規定による変更の届出の概要を次のとおり

公表する。 

なお、この届出に対して同法第８条第２項の規定により店舗所在市町村の区域内に居住する者等は、本公告の

日から４月以内に、店舗周辺の地域の生活環境の保持の見地から、県に対し意見書を提出することができる。 

令和４年８月26日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 大規模小売店舗の名称、所在地及び設置者 

名 称 柏崎東ショッピングセンターパルス 

所在地 柏崎市柳田町38番地１ 外 

設置者 株式会社コメリ ほか２者 

２ 変更しようとする事項 

(1) 大規模小売店舗内の店舗面積の合計 

（変更前）6,731平方メートル 

（変更後）8,451平方メートル 

(2) 大規模小売店舗の施設の配置に関する事項 

ア 駐車場の収容台数 

（変更前）300台 

（変更後）250台 

 イ 駐輪場の位置及び収容台数 

（変更前）位置 届出書に添付された図面のとおり 

収容台数 37台 

（変更後）位置 届出書に添付された図面のとおり 

収容台数 45台 

 (3) 大規模小売店舗の施設の運営に関する事項 

ア 大規模小売店舗において小売業を行う者の開店時刻及び閉店時刻 

 ・株式会社コメリ 

（変更前）午前９時00分から午後８時00分 

（変更後）午前７時00分から午後９時00分 
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イ 来客が駐車場を利用することができる時間帯 

 ・駐車場Ａ 

（変更前）午前８時30分から午後10時30分 

（変更後）午前６時30分から午後10時30分 

ウ 駐車場の自動車の出入口の数及び位置 

 ・駐車場Ａ 

（変更前）出入口の数 ４箇所 

届出書に添付された図面のとおり 

（変更後）出入口の数 ３箇所 

届出書に添付された図面のとおり 

３ 変更年月日 

(1) 大規模小売店舗内の店舗面積の合計 

令和５年４月９日 

(2) 大規模小売店舗の施設の配置に関する事項 

  令和５年４月９日 

(3) 大規模小売店舗の施設の運営に関する事項 

  令和４年８月９日 

４ 変更の理由 

既存建物の増床に伴い、店舗面積、施設の配置に関する事項及び施設の運営に関する事項の一部に変更が生

じるため。 

５ 届出年月日 

令和４年８月８日 

６ 縦覧場所 

新潟県産業労働部地域産業振興課 

（なお、柏崎市商業観光課でも閲覧ができます｡) 

７ 縦覧期間 

令和４年８月26日から令和４年12月26日まで 

８ 大規模小売店舗立地法に関する事項、意見書の提出方法その他の問合せ先 

地域産業振興課 小規模企業支援係 

電   話 025－280－5235 

Ｅメ ー ル  ngt050100@pref.niigata.lg.jp 

 

大規模小売店舗の変更について（公告） 

大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号）附則第５条第１項の規定による変更の届出の概要を次のとおり

公表する。 

なお、この届出に対して同法第８条第２項の規定により店舗所在市町村の区域内に居住する者等は、本公告の

日から４月以内に、店舗周辺の地域の生活環境の保持の見地から、県に対し意見書を提出することができる。 

令和４年８月26日 

新潟県知事  花 角  英 世 

１ 大規模小売店舗の名称、所在地及び設置者 

名 称 アテーナ柏崎店 

所在地 柏崎市柳田町34番地 外 

設置者 株式会社コメリ 

２ 変更しようとする事項 

(1) 大規模小売店舗の施設の配置に関する事項 

ア 駐車場の収容台数 

（変更前）53台 

（変更後）41台 

 イ 駐輪場の位置及び収容台数 

（変更前）駐輪場なし 

（変更後）位置 届出書に添付された図面のとおり 
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収容台数 ８台 

 (2) 大規模小売店舗の施設の運営に関する事項 

ア 大規模小売店舗において小売業を行う者の開店時刻及び閉店時刻 

（変更前）午前10時00分から午後７時00分 

（変更後）午前６時30分から午後９時00分 

イ 来客が駐車場を利用することができる時間帯 

 ・駐車場Ｂ 

（変更前）午前９時30分から午後７時30分 

（変更後）午前６時00分から午後９時30分 

３ 変更年月日 

(1) 大規模小売店舗の施設の配置に関する事項 

  令和５年４月９日 

(2) 大規模小売店舗の施設の運営に関する事項 

  令和４年８月９日 

４ 変更の理由 

施設の配置に関する事項及び施設の運営に関する事項の一部に変更が生じるため。 

５ 届出年月日 

令和４年８月８日 

６ 縦覧場所 

新潟県産業労働部地域産業振興課 

（なお、柏崎市商業観光課でも閲覧ができます｡) 

７ 縦覧期間 

令和４年８月26日から令和４年12月26日まで 

８ 大規模小売店舗立地法に関する事項、意見書の提出方法その他の問合せ先 

地域産業振興課 小規模企業支援係 

電   話 025－280－5235 

Ｅメ ー ル  ngt050100@pref.niigata.lg.jp 

 

病院局公告 

一般競争入札の実施について（公告） 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第234条第１項の規定により、電子複写機による複写サービスの供給につい

て、次のとおり一般競争入札を行う。 

令和４年８月26日 

新潟県立中央病院長 長谷川 正樹 

１ 入札に付する事項 

(1) 件名及び数量 

  電子複写機による複写サービス ２台 

(2) 調達案件の仕様等 

  入札説明書による。 

(3) 履行期間 

  令和４年11月１日から令和９年10月31日まで 

(4) 納入場所 

  新潟県立中央病院 

(5) 入札方法 

  落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の100分の10に相当する額を加算した金額（当 

該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする｡以下「契約希望金額」という。)

をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であ

るかを問わず、見積もった金額の110分の100に相当する金額を入札書に記載すること。 

２ 入札参加資格 
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(1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者であること。 

(2) 指名停止期間中の者でないこと。 

(3) 会社更生法（平成14年法律第154号）による更生手続開始の申立てがなされている者でないこと。 

(4) 民事再生法（平成11年法律第225号）による再生手続開始の申立てがなされている者でないこと。 

(5) 新潟県暴力団排除条例第６条に定める暴力団、暴力団員又はこれらの者と社会的に非難されるべき関係を

有する者でないこと。 

(6) 新潟県物品等入札参加資格者名簿の営業種目「複写サービス」に登録されている者であること。 

(7) 本入札に係る入札説明書の交付を受けていること。 

３ 入札説明書の交付場所等 

(1) 入札説明書の交付場所、契約条項を示す場所及び問い合わせ先 

  郵便番号 943－0192 

  新潟県上越市新南町205番地 

  新潟県立中央病院経営課経営係 

  電話番号 025－522－7711 

(2) 入札説明書の交付方法 

  本公告の日から前記３(1)の交付場所で交付する。 

(3) 応札仕様書の提出期限 

  令和４年９月１日（木） 午後５時15分 

４ 入札、開札の日時及び場所 

  令和４年９月６日（火） 午前10時00分 

  新潟県立中央病院 講堂１ 

５ その他 

(1) 契約手続きにおいて使用する言語及び通貨 

  日本語及び日本国通貨 

(2) 入札保証金 

  免除する。 

(3) 契約保証金 

  契約金額を契約月数で除して得た金額に12を乗じて得た金額の100分の10に相当する金額以上の金額とする。

ただし、新潟県病院局財務規程（昭和60年新潟県病院局管理規程第５号。以下「規程」という｡）第186条第

３項第１号又は第３号に該当する場合は、免除する。 

(4) 入札者に要求される事項 

   この一般競争入札に参加を希望する者は、新潟県立中央病院の交付する入札説明書に基づき上記２に規定

する入札参加資格を証明する書類を、前記３(3)により提出しなければならない。 

  なお、提出された書類について、説明を求められた場合は、これに応じなければならない。 

(5) 入札の無効 

  本公告に示した一般競争入札の参加資格のない者がした入札及び入札に関する条件に違反した入札はこれ 

を無効とする。 

(6) 契約書作成の要否 要 

(7) 暴力団等の排除 

  ア 誓約書の提出 

契約の締結に際しては､｢暴力団等の排除に関する誓約書」を提出しなければならない｡（提出がないとき 

は、契約を締結しない場合がある｡) 

  イ 不当介入に対する通報報告 

契約の履行に当たり暴力団関係者から不当介入を受けた場合、警察及び発注者へ通報報告を行うこと。 

(8) 落札者の決定方法 

  本公告に示した一般競争入札の参加資格を有すると契約担当者が判断した入札者であって、規程第197条の 

規定に基づいて設定された予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行った者を落札者とす

る。 

(9) 契約の停止等 

当該調達に関し、苦情申し立てがあったときは、契約を停止し、又は解除することがある。 

(10) その他 
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  詳細は入札説明書による。 

 

一般競争入札の実施について（公告） 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第234条第１項の規定により、電気メステスタ生体情報シュミレータの購入

について、次のとおり一般競争入札を行う。 

令和４年８月26日 

新潟県立がんセンター新潟病院長 佐藤 信昭 

１ 入札に付する事項 

(1) 購入等件名及び数量 

  電気メステスタ生体情報シュミレータ 一式 

(2) 調達案件の仕様等 

  入札説明書による。 

(3) 納入期限 

  令和５年３月31日（金） 

(4) 納入場所 

  新潟県立がんセンター新潟病院 

(5) 入札方法 

  落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の100分の10に相当する額を加算した金額（当

該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする｡)をもって落札価格とするの

で、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった

金額の110分の100に相当する金額を入札書に記載すること。 

２ 入札参加資格 

(1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者であること。 

(2) 指名停止期間中の者でないこと。 

(3) 新潟県物品等入札参加資格者名簿の営業種目「機械類」に登載されている者であること。 

(4) 新潟県暴力団排除条例（平成23年新潟県条例第23号）第６条に定める暴力団、暴力団員又はこれらの者と

社会的に非難されるべき関係を有する者でないこと。 

(5) 本調達に係る入札説明書の交付を受けていること。 

３ 入札説明書の交付場所等 

(1) 入札説明書の交付場所、契約条項を示す場所及び問い合わせ先 

  郵便番号 951－8566 

  新潟県新潟市中央区川岸町２丁目15番地３ 

  新潟県立がんセンター新潟病院経営課 

  電話番号 025－266－5111 内線2312 

(2) 入札説明書の交付方法 

  本公告の日から前記３(１)の交付場所で交付する。 

４ 入札、開札の日時及び場所 

 令和４年９月２日（金）午前11時00分 

 新潟県立がんセンター新潟病院 がん予防総合センター3階研修室Ａ 

５ その他 

(1) 契約手続きにおいて使用する言語及び通貨 

  日本語及び日本国通貨 

(2) 入札保証金 

  免除する。 

(3) 契約保証金 

  契約金額の100分の10に相当する金額以上の金額とする。ただし、新潟県病院局財務規程（昭和60年新潟県

病院局管理規程第５号。以下「規程」という｡)第186条第３項第１号又は第３号に該当する場合は、免除する。 

(4) 入札の無効 

  本公告に示した一般競争入札の参加資格のない者がした入札及び入札に関する条件に違反した入札はこれ

を無効とする。 

(5) 契約書作成の要否 要 
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(6) 落札者の決定方法 

   本公告に示した一般競争入札の参加資格を有すると契約担当者が判断した入札者であって、規程第197条の

規定に基づいて設定された予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行った者を落札者とす

る。 

(7) 契約の停止等 

  当該調達に関し、苦情申立てがあったときは、契約を停止し、又は解除することがある。 

(8) その他 

 ア 契約の締結に際しては､｢暴力団等の排除に関する誓約書」を提出しなければならない｡(提出がないとき

は、契約を締結しない場合がある｡) 

 イ 詳細は入札説明書による。 

 

一般競争入札の実施について（公告） 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第234条第１項の規定により、麻酔カートの購入について、次のとおり一般

競争入札を行う。 

令和４年８月26日 

新潟県立がんセンター新潟病院長 佐藤 信昭 

１ 入札に付する事項 

(1) 購入等件名及び数量 

  麻酔カート 一式 

(2) 調達案件の仕様等 

  入札説明書による。 

(3) 納入期限 

  令和５年３月31日（金） 

(4) 納入場所 

  新潟県立がんセンター新潟病院 

(5) 入札方法 

  落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の100分の10に相当する額を加算した金額（当

該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする｡)をもって落札価格とするの

で、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった

金額の110分の100に相当する金額を入札書に記載すること。 

２ 入札参加資格 

(1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者であること。 

(2) 指名停止期間中の者でないこと。 

(3) 新潟県物品等入札参加資格者名簿の営業種目「機械類」に登載されている者であること。 

(4) 新潟県暴力団排除条例（平成23年新潟県条例第23号）第６条に定める暴力団、暴力団員又はこれらの者と

社会的に非難されるべき関係を有する者でないこと。 

(5) 本調達に係る入札説明書の交付を受けていること。 

３ 入札説明書の交付場所等 

(1) 入札説明書の交付場所、契約条項を示す場所及び問い合わせ先 

  郵便番号 951－8566 

  新潟県新潟市中央区川岸町２丁目15番地３ 

  新潟県立がんセンター新潟病院経営課 

  電話番号 025－266－5111 内線2312 

(2) 入札説明書の交付方法 

  本公告の日から前記３(１)の交付場所で交付する。 

４ 入札、開札の日時及び場所 

 令和４年９月２日（金）午前10時30分 

 新潟県立がんセンター新潟病院 がん予防総合センター3階研修室Ａ 

５ その他 

(1) 契約手続きにおいて使用する言語及び通貨 

  日本語及び日本国通貨 
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(2) 入札保証金 

  免除する。 

(3) 契約保証金 

  契約金額の100分の10に相当する金額以上の金額とする。ただし、新潟県病院局財務規程（昭和60年新潟県

病院局管理規程第５号。以下「規程」という｡)第186条第３項第１号又は第３号に該当する場合は、免除する。 

(4) 入札の無効 

  本公告に示した一般競争入札の参加資格のない者がした入札及び入札に関する条件に違反した入札はこれ

を無効とする。 

(5) 契約書作成の要否 要 

(6) 落札者の決定方法 

   本公告に示した一般競争入札の参加資格を有すると契約担当者が判断した入札者であって、規程第197条の

規定に基づいて設定された予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行った者を落札者とす

る。 

(7) 契約の停止等 

  当該調達に関し、苦情申立てがあったときは、契約を停止し、又は解除することがある。 

(8) その他 

 ア 契約の締結に際しては､｢暴力団等の排除に関する誓約書」を提出しなければならない｡(提出がないとき

は、契約を締結しない場合がある｡) 

 イ 詳細は入札説明書による。 

 

一般競争入札の実施について（公告） 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第234条第１項の規定により、麻酔記録装置統合システムの購入について、

次のとおり一般競争入札を行う。 

令和４年８月26日 

新潟県立がんセンター新潟病院長 佐藤 信昭 

１ 入札に付する事項 

(1) 購入等件名及び数量 

  麻酔記録装置統合システム 一式 

(2) 調達案件の仕様等 

  入札説明書による。 

(3) 納入期限 

  令和５年３月31日（金） 

(4) 納入場所 

  新潟県立がんセンター新潟病院 

(5) 入札方法 

  落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の100分の10に相当する額を加算した金額（当

該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする｡)をもって落札価格とするの

で、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった

金額の110分の100に相当する金額を入札書に記載すること。 

２ 入札参加資格 

(1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者であること。 

(2) 指名停止期間中の者でないこと。 

(3) 新潟県物品等入札参加資格者名簿の営業種目「機械類」に登載されている者であること。 

(4) 新潟県暴力団排除条例（平成23年新潟県条例第23号）第６条に定める暴力団、暴力団員又はこれらの者と

社会的に非難されるべき関係を有する者でないこと。 

(5) 本調達に係る入札説明書の交付を受けていること。 

３ 入札説明書の交付場所等 

(1) 入札説明書の交付場所、契約条項を示す場所及び問い合わせ先 

  郵便番号 951－8566 

  新潟県新潟市中央区川岸町２丁目15番地３ 

  新潟県立がんセンター新潟病院経営課 
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  電話番号 025－266－5111 内線2312 

(2) 入札説明書の交付方法 

  本公告の日から前記３(１)の交付場所で交付する。 

４ 入札、開札の日時及び場所 

 令和４年９月２日（金）午前11時30分 

 新潟県立がんセンター新潟病院 がん予防総合センター3階研修室Ａ 

５ その他 

(1) 契約手続きにおいて使用する言語及び通貨 

  日本語及び日本国通貨 

(2) 入札保証金 

  免除する。 

(3) 契約保証金 

  契約金額の100分の10に相当する金額以上の金額とする。ただし、新潟県病院局財務規程（昭和60年新潟県

病院局管理規程第５号。以下「規程」という｡)第186条第３項第１号又は第３号に該当する場合は、免除する。 

(4) 入札の無効 

  本公告に示した一般競争入札の参加資格のない者がした入札及び入札に関する条件に違反した入札はこれ

を無効とする。 

(5) 契約書作成の要否 要 

(6) 落札者の決定方法 

   本公告に示した一般競争入札の参加資格を有すると契約担当者が判断した入札者であって、規程第197条の

規定に基づいて設定された予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行った者を落札者とす

る。 

(7) 契約の停止等 

  当該調達に関し、苦情申立てがあったときは、契約を停止し、又は解除することがある。 

(8) その他 

 ア 契約の締結に際しては､｢暴力団等の排除に関する誓約書」を提出しなければならない｡(提出がないとき

は、契約を締結しない場合がある｡) 

 イ 詳細は入札説明書による。 

 

監査委員告示 

◎新潟県監査委員告示第３号 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第252条の32第２項の規定により、包括外部監査人の監査の事務を補助する

者について次のとおり告示する。 

令和４年８月26日 

新潟県監査委員 八 木 浩 幸 

        新潟県監査委員 柄 沢 正 三 

        新潟県監査委員 秋 山 三枝子 

新潟県監査委員 岡   俊 幸 

１ 包括外部監査の事務を補助する者の氏名及び住所 

   氏 名       住     所 

  五十嵐 隆敏  新潟県新潟市江南区茜ケ丘11番７号 

  田髙 禎治   東京都中央区佃３丁目11番18-603号 

  大﨑 卓哉   新潟県新潟市西区小針６丁目44番５号 

  渡部 政記   新潟県新潟市中央区京王３丁目８番12号 

  植木 謙治   新潟県新潟市中央区南出来島１丁目 10 番 18 号６ 

２ 当該監査の事務を補助する者が包括外部監査人の監査の事務を補助できる期間 

  令和４年８月26日から令和５年３月31日まで 
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雑   報 

一般競争入札の実施について（公告） 

公立大学法人新潟県立大学会計規則第17条第１項の規定により、新潟県立大学中央監視装置改修工事について、

次のとおり一般競争入札を行う。 

令和４年８月26日 

公立大学法人新潟県立大学 理事長  若 杉  隆 平 

１ 入札に付する事項 

(1) 工事の名称 

新潟県立大学中央監視装置改修工事 

(2) 工事の場所 

新潟市東区海老ケ瀬471番地 

(3) 工事の仕様等 

入札説明書及び工事図面、設計書による。 

(4) 工事期間 

契約の日から令和５年３月31日（金）まで 

２ 入札説明書を交付する期間及び場所並びに本件入札に関する問合せ等 

(1) 入札説明書の交付期間及び交付場所 

ア 交付期間 

令和４年８月26日（金）から令和４年９月７日（水）まで（公立大学法人新潟県立大学職員の勤務時間、

休日、休暇等に関する規程第４条第１項及び第９条各号に規定する日を除く｡)の各日の午前８時30分から

午後５時15分まで 

イ 交付場所 

新潟県立大学総務財務部総務課 

（新潟県新潟市東区海老ケ瀬471番地） 

(2) 入札説明書に関する問合せ等 

ア 問合せ方法 

入札説明書等その他本件入札に関する質問事項がある場合、質問事項を記載した書面（本入札説明書に

定める様式に限る｡)を、ウに定める問合せ先に直接持参又はファクシミリによる送信の方法で提出するこ

と。 

イ 問合せ受付期間 

令和４年８月26日（金）から令和４年９月７日（水）まで（公立大学法人新潟県立大学職員の勤務時間、

休日、休暇等に関する規程第４条第１項及び第９条各号に規定する日を除く｡)の各日の午前８時30分から

午後５時15分まで 

ウ 問合せ先 

新潟県立大学総務財務部総務課 ファクシミリ番号 025－270－5173 

エ 回答方法 

本入札説明書を交付した者に対して、令和４年９月９日（金）までに、質問の内容及び回答をファクシ

ミリにより通知する。 

３ 入札執行の日時及び場所 

(1) 日時 令和４年９月14日（水）午後１時30分 

(2) 場所 新潟県新潟市東区海老ケ瀬471番地 新潟県立大学コモンズ３号館5401大会議室 

４ 入札に参加する者に必要な資格 

本件入札に参加する者は、一の個人又は法人であって、次に掲げる要件のすべてを満たしている者でなけれ

ばならない。 

(1) 公立大学法人新潟県立大学契約事務取扱規程（以下「契約事務取扱規程」という｡)第２条及び第３条の規

定に該当しない者であること。 

(2) 令和４年・令和５年度新潟県入札参加資格者名簿の電気工事に登録されている者であること。 

(3) 国又は地方公共団体から指名停止措置を現に受けていないこと。 

(4) 本件入札に係る入札説明書の交付を受けている者であること。 
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(5) ５に定めるところにより、競争入札参加資格確認申請書を提出し、本件入札に係る参加資格を有すること

について公立大学法人新潟県立大学理事長から確認を受けている者であること。 

５ 本件入札に係る参加資格の確認 

(1) 本件入札に参加することを希望する者は、次に定めるところにより競争入札参加資格確認申請書を提出し、

公立大学法人新潟県立大学理事長から本件入札に参加する資格を有する旨の確認を受けなければならない。 

ア 提出期間   令和４年８月26日（金）から令和４年９月９日（金）まで（公立大学法人新潟県立大学 

職員の勤務時間、休日、休暇等に関する規程第４条第１項及び第９条各号に規定する日を 

除く｡)の各日の午前９時から午後５時15分まで 

イ 提出場所   新潟県新潟市東区海老ケ瀬471番地 

           新潟県立大学総務財務部総務課 

ウ 提出方法   本人（法人にあっては代表権限を有する者。以下同じ｡)又は代理人の持参とする。 

エ 提出書類及びその部数 

競争入札参加資格確認申請書 １部 

(2) 本件入札に係る参加資格の確認結果については、競争入札参加資格確認申請書を提出した者にそれぞれ書

面で通知するので、競争入札参加資格確認申請書を提出した者は、次に定めるところにより確認結果通知書

の交付を受けること。 

ア 交付日時  令和４年９月12日（月） 午前10時から午後４時まで 

イ 交付場所  (1)イに掲げる場所 

６ 入札者に求められる義務 

５(1)に定めるところにより競争入札参加資格確認申請書を提出した者は、３(1)に定める日の前日までの間

において、当該書類の内容について説明を求められた場合は、これに応じなければならない。 

７ 入札の方法 

(1) 入札は、次のいずれかの方法によること。 

本人又は代理人が入札執行の日時及び場所に入札書を持参すること。ただし、代理人が持参する場合は、

委任状を持参すること。 

(2) 入札書の記載 

ア  使用する言語及び通貨は、日本語（名義に関する部分を除く｡)及び日本国通貨とする。 

イ  落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の100分の10に相当する額を加算した金額

（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた金額）をもって落札価格とするの

で、入札参加者は消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積も

った契約金額の110分の100に相当する金額を入札書に記載すること。 

８ 開札の方法 

(1) 開札は、原則として入札者又はその代理人を立ち会わせて行うものとする。 

(2) 開札をした場合において、入札金額のうち予定価格の範囲内の価格の入札がないときは、直ちに再入札を

行うものとする。ただし、無効入札を行った者は、再入札に参加することができない。 

(3) 再入札は１回を限度とする。 

９ 落札者の決定方法 

(1) 入札に参加した者のうち、予定価格の範囲内の価格のうち最低の価格をもって有効な入札を行った者を落

札者とする。 

(2) (1)の者が２以上あるときは、直ちに当該入札者にくじを引かせて落札者を決定する。 

(3) ８(3)に定めるところにより再入札を行っても落札者がいない場合は、契約事務取扱規程第33条第１項第５

号の規定により、最終の入札において有効な入札を行った者のうち、最低の価格をもって申し込みをしたも

のと随意契約の交渉を行うことがある。 

10 入札の無効 

次の各号の一に該当する入札は、これを無効とする。 

(1) 入札に参加する者に必要な資格のない者及び競争入札参加資格確認申請書等に虚偽の記載をし、これを提

出した者がした入札 

(2) 入札に参加する条件に違反した入札 

(3) 契約事務取扱規程第16条第１項各号に掲げる入札 

(4) 入札者が不当に価格をせり上げ、又はせり下げる目的をもって連合その他不正行為をしたと認められる入

札 
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11 入札保証金及び契約保証金 

(1) 入札保証金 

免除する。 

(2) 契約保証金  

契約金額の100分の10に相当する金額以上の現金（金融機関が振り出し、又は支払保証をした小切手を含む｡)

とする。ただし、契約事務取扱規程第42条第１号又は第３号に該当する場合は、免除する。 

12 契約の手続において使用する言語及び通貨 

契約の手続において使用する言語及び通貨は日本語（契約当事者に関する記載部分を除く｡)及び日本国通貨

とする。 

13 契約書及び契約条項 

「建設工事請負契約書（案)｣のとおりとする。 

14 その他 

(1) 競争入札参加資格確認申請書等の取扱い 

ア 競争入札参加資格確認申請書等の作成に要する費用は、作成者の負担とする。 

イ 提出された競争入札参加資格確認申請書等は、提出者に無断で使用しない。 

ウ 提出された競争入札参加資格確認申請書等は、返還しない。 

(2) 契約の停止等 

本件入札に関し、苦情申立てがあったときは契約を停止し、又は解除することがある。 

(3) 工事期間の変更協議 

契約締結後、やむを得ない事由により１(4)に定める工事期間の変更が必要となった場合には、別途協議に

応じるものとする。 

(4) その他 

本件入札及び委託契約の内容に関しては、契約事務取扱規程その他公立大学法人新潟県立大学理事長の定

める規程、日本国の関係法令の定めるところによる。 
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